
 

 

令和５年度における行財政改革の取組実績 

 

岡山県行財政経営指針に基づき、これまでの行財政改革の取組成果を維持しつつ、将来を見据

え、限られた資源を最大限に有効活用し、より効率的・効果的な行財政経営を行う観点から、次

のとおり各種の取組を行った。 

 

１ 人材マネジメント及び組織風土の改革  

・ひとり１改善運動の実施  

８６件（改善：２５件、提案：６１件）  

 

２ 行政のデジタル化   

・行政手続のオンライン化を段階的に実施（９０手続を追加、計１，０００手続） 

・県有施設へのキャッシュレス決済の導入（５３施設に導入、計５５施設） 

・Ｗｅｂ会議システムやＲＰＡ（パソコン上の定型的な作業の自動化）、ＡＩ－ＯＣＲ（手

書き書類の電子データ化）、ノーコードツール（プログラミング不要で業務用アプリ作

成）等ＩＣＴツールの利用を拡大 

 

３ 様々な主体との連携・協働（広域連携）  

・合同企画婚活イベントの開催（鳥取県と共同） 

・瀬戸内海国立公園指定90周年記念ウオーキングイベントの開催（香川県と共同） 

 

４ 実効性の高い施策の着実な実施  

  ・ＥＢＰＭ（根拠に基づく政策立案）やナッジ（行動経済学の知見を活用し、より良い選択

を行うよう促す手法）の活用を推進 

 

５ 歳入確保対策の取組 

（１）税収確保対策  

ア 個人県民税の徴収対策 

・県民局における市町村の徴収支援 

  相互併任による共同徴収や個別研修及び個人住民税徴収困難案件の引継ぎ 

※引継ぎ後の滞納整理状況（令和５年度末現在） １４，４５０千円 

・特別徴収の推進 

県と県内全市町村が連携して、原則全ての事業主を特別徴収義務者に指定する取組

を平成２８年度から実施 

  イ 滞納処分の強化 

    ・税務・警察連絡員（警察ＯＢ）や県税徴収対策専門員（国税ＯＢ）の配置 

・財産調査の徹底と差押え並びに公売及び取立の迅速化 

  ウ 自動車税等の徴収対策 

    ・電子的預貯金等調査を活用した効率的な財産調査 

    ・任期付職員や県税滞納調査員の配置など徴収体制の整備 

  エ 納付方法の多様化 

    ・コンビニ収納の実施 

・クレジット納付やスマートフォン決済などのキャッシュレス納付の実施 

・地方税共通納税システムによる納付の実施 



 

＜参考＞ 

・県税収入率 

  令和４年度：９９．２％ → 令和５年度：９９．２％ 

・県税滞納額 

  令和４年度：２１億６００万円 → 令和５年度：２０億９，２００万円 

 

（２）税外滞納債権対策 

 ＜税外滞納債権の状況＞ 

区 分 
令和４年度末 

実績 

令和５年度末 

実績 

滞納債権額 8億7,100万円 8億5,100万円 

 

（３）ふるさと岡山応援寄附金等の推進  

   ＜ふるさと岡山応援寄附金（ふるさと納税）＞   

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

件 数 7,208件 10,972件 10,093件 7,866件 

金 額 1億 4,300万円 1億5,200万円 1億4,300万円 1億 3,200万円 

 

＜地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）＞  

・寄附件数       ３０件 

・寄附金額  ２億５，４１８万円 

 

（４）県有資産の売却   

・収入額 １億８７３万円 

    主なもの 倉敷市中島元職員宿舎     ３，５００万円 

         岡山市北区横井上元職員宿舎  ２，２０１万円 

 

６ 将来の財政負担への備え  

  ・公共施設長寿命化等推進基金 

 残高：１６０億８，０００万円 （令和５年度末） 

＜参考＞令和６年度当初予算における増減 △59億2,200万円 

  ・職員退職手当基金 

    残高： ８２億８，３００万円 （令和５年度末） 

    ＜参考＞令和６年度当初予算における増減 △32億4,300万円 

 

７ 公共施設マネジメントの推進  

 ・岡山県公共施設マネジメント方針のフォローアップ 

・個別施設計画（公共建築物２３７計画、インフラ施設１６１計画）に基づき、公共施設の 

修繕・更新、耐震化等の老朽化対策を推進 

 

 

 

 

 



 

 中長期目標の状況  

 

①財政調整基金（通常分）の積立目標／標準財政規模の５％相当額(約210億円) 

 ○残高 

区 分 令和２年度末 令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 

金 額 129億8,300万円 149億8,700万円 186億6,800万円 188億4,3000万円 

    ＜参考＞令和６年度当初予算における増減 △79億400万円 

 

②実質的な公債費負担の抑制 

実質プライマリーバランスの改善 

  令和５年度決算及び令和６年度当初予算において黒字 

 

退職手当債の発行抑制 

 ○発行額 

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

当初予算 30億円 24億円 0億円 0億円 0億円 

 

実質公債費比率・将来負担比率の目標／全国平均以上 

○実質公債費比率 

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

岡 山 県 11.3％ 11.1％ 11.0％ 

全国平均 10.2％ 10.1％ 10.1％ 

  ○将来負担比率 

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

岡 山 県 192.9％ 170.4％ 169.9％ 

全国平均 171.3％ 160.3％ 154.2％ 

 

③県税収入率の目標／令和元(2019)年度の収入率99.0%の維持 

 

 
区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

収入率 98.6％ 99.1％ 99.2％ 


